
（平成２１年４月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬国民年金 事案 409 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

     住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年１月から 38 年５月まで 

             ② 昭和 39 年４月から 48 年３月まで 

             ③ 昭和 49 年４月から 50 年３月まで 

20 歳になって当時勤務していた会社の人の勧めで、Ａ区役所で国民

年金の加入手続をした。夫の仕事の関係で短期間で引っ越すことが多か

ったが、その都度、市町村役場や地区の集金人などに、住所変更手続及

び国民年金保険料の納付を行ってきた。夫はＢ町（当時）に来てから国

民年金に加入し、保険料をまとめて納付した。その時に自分の未納にな

っていた保険料を納付した覚えもある。調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、その夫が、国民年金保険料を特例納付及び過年度納付によ

り納付した昭和 50 年ごろに、未納となっていた申立人の保険料も併せ

て納付したと申述しているところ、事実、申立人の 48 年４月から 49 年

３月までの保険料が納付されており、その夫は 36 年４月から 48 年３月

までの分を特例納付制度を利用して、同年４月から 50 年３月までの分

は過年度保険料として納付していることから、申立人の主張には信 憑
ぴょう

性がうかがえる。 

また、申立人は、国民年金保険料の納付が確認できる昭和 48 年４月

以降、申立期間③以外に未納期間は無い上、その夫においても未納期間

は無く、一部の期間では前納するなど納付意識の高まりがうかがえるこ

とから、申立人の申立期間③が未納とされているのは不自然である。 



                      

  

 

２ 申立人は、20 歳に到達した昭和 37 年１月ごろに国民年金の加入手続

を行い、住所変更時においても欠かさず手続し、国民年金保険料を納付

してきたと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、50 年

７月に夫婦連番で払い出されていることから、申立期間①及び②につい

ては、申立人が主張する納付方法で納付されたとは考え難い上、申立期

間中、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形跡もうかがえ

ない。 

また、申立期間①及び②において、申立人の戸籍の附票から確認でき

る住所記録は６か所に及ぶが、そのいずれの市町村においても国民年金

の加入及び保険料納付の記録は確認できず、そのすべての市町村役場で

不適切な記録管理がなされたことも考え難い。 

さらに、申立期間①及び②について国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 49 年４月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 410 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年８月から２年１月までの付加保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年８月から２年１月まで 

夫が平成元年８月に定年退職し、私が国民年金の第３号被保険者でな

くなったので、夫が区役所で私の国民年金の手続をした。そのときに、

職員から付加年金制度を教えられ加入した。領収書等は処分して現在は

無いが、申立期間について、付加保険料が未納となっていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、その夫が、会社を退職し厚生年金保険の

被保険者でなくなったことに伴い、申立人の国民年金の第３号被保険者か

ら第１号被保険者への種別変更に係る手続を行ったときに、区役所の職員

から付加年金制度を教えられ、加入して納付したと主張しているところ、

その夫も「平成元年８月に定年退職して、国民健康保険の手続をするため

に区役所に行き、妻の国民年金の手続を行ったときに、区役所の職員から

付加年金制度を教えられ、妻の付加年金に加入した」と証言していること

から、申立人の主張には信 憑
ぴょう

性が認められる。 

   また、申立人は、昭和 47 年４月から第３号被保険者制度が施行される

直前の 61 年３月まで国民年金に任意加入して、国民年金保険料をすべて

納付しており、申立期間後については付加保険料も納付している上、60

歳以降も国民年金の高齢任意加入をして保険料を納付するなど、保険料の

納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間は６か月と短期間であり、申立ても付加保険料のみで

ある上、申立期間後については付加保険料も納付していることから、申立



                      

  

期間の付加保険料のみが納付されなかったのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を納付していたものと認められる。  

 

 

 

 



群馬厚生年金 事案 293 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ病院における資格喪失日に

係る記録を昭和 59 年 12 月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 31 年生 

    住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 59 年 11 月 29 日から同年 12 月２日まで 

    Ａ病院の厚生年金保険の加入は、社会保険事務所の記録では昭和 59

年 10 月 16 日から同年 11 月 29 日までとなっている。しかし、同院か

ら取り寄せた給与台帳では同年 10 月及び同年 11 月の給与から厚生年

金保険料が控除されており、同年 12 月の台帳では同年 12 月１日付け

で退職し、再びＢ大学に復帰した記載がある。申立期間において在職

していたことは確かなので、申立期間において厚生年金保険の被保険

者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ病院から取り寄せた給与台帳によると、申立人の退職日は昭

和 59 年 12 月１日(昭和 59 年 12 月２日にＡ病院からＢ大学附属病院へ転

籍)と記載されている上、同年 10 月及び同年 11 月の給与から厚生年金保

険料が控除されていることが確認できるほか、その給与台帳に申立人と同

日に退職した旨が記載されている同僚２名の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日は同年 12 月２日となっていることから、申立人は申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与台帳の厚生年金保険料

控除額及び昭和 59 年 10 月資格喪失時の記録から 38 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該病院が保管していた健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失

確認通知書によると、事業主は申立人に係る資格喪失日を昭和 59 年 11 月

29 日として届け出たことが確認でき、その結果、社会保険事務所は申立



  

人に係る同年 11 月の保険料の納入告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



群馬厚生年金 事案 294 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年６月１日から同年８月１日まで 

              （Ａ社） 

             ② 昭和 31年１月 27日から 34年８月 26日まで 

              （Ｂ社） 

             ③ 昭和 34年９月 21日から 36年９月 20日まで 

              （Ｃ社）  

             ④ 昭和 36年 11月７日から 37年９月８日まで 

              （Ｄ社） 

             ⑤ 昭和 37年９月１日から 40年 10月 26日まで 

              （Ｅ社）               

    社会保険事務所に年金の手続に行った際、申立期間の厚生年金保険の加

入記録は、「脱退手当金として支給済み」との回答を得たが、脱退手当金

を受けた記憶が無いので、この期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、脱退手当金の支給決定日の５日後には別の事業所において厚生

年金保険の被保険者となっており、引き続き勤務する意思が認められること、

及びその被保険者資格取得は申立期間と同一の被保険者記号番号により手続

が行われていることを踏まえると、申立人が当時脱退手当金を請求する意思

を有していたとは考え難い。 

   また、申立人が保有している厚生年金保険被保険者証には脱退手当金の支

給決定日の翌日である「昭和 41 年１月 28 日再交付」との記載が確認できる

ところ、仮に、脱退手当金の請求時に厚生年金保険被保険者証の再交付申請

がなされたとすれば、脱退手当金の支給を意味する表示が記されるはずであ

るが、その表示は確認できない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



  

群馬厚生年金 事案 295 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 32 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 3,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 34年８月１日まで 

Ａ社に昭和 32 年４月１日から 43 年６月１日まで継続して勤務している

が、32 年４月１日から 34 年８月１日までの期間について厚生年金保険の

記録が無い。32 年３月に中学校を卒業した後すぐに就職したので、この時

から加入しているはずである。この期間について厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保有している健康保険厚生年金保険被保険者名簿による

と、申立人は昭和 34 年８月１日にＡ社において厚生年金保険被保険者資格

を取得しており、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。  

しかしながら、申立人の当時の同僚からは「申立人は、中学校を卒業後す

ぐに入社したと思う」との証言が得られたほか、別の同僚からは「昭和 31

年５月の会社設立後、半年から１年の間に申立人は入社した」旨の証言が得

られたことから、申立期間において申立人が当該事業所に勤務していたこと

がうかがえる。  

また、当該事業所の当時の事業主は、「従業員は皆正社員であり試用期間

等は設けておらず、全員を社会保険に加入させていた」と証言しており、事

実、中学校卒業後に入社した同僚は、同事業所が厚生年金保険の適用事業所

になったと同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、さらに別の同僚は

中学校を卒業後、他業種に就いた後未経験で入社したが、入社と同時に厚生

年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。               

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 



  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同世代・同職種の同

僚の記録から、3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、仮に、事業主から申立てどおりの厚生年金保険被保険者資

格の取得届が提出された場合には、その後の２度にわたる報酬月額算定基礎

届が提出されているにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務

所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主は社会保険事務所

の記録どおり、昭和 34 年８月１日を資格取得日として届け、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る 32 年４月から 34 年７月までの保険料の納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

 



群馬国民年金 事案 411 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 12 月から 47 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 47 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料を納付した記録が無いが、納付したはずで

ある。保険料は隣組長が集金して、区長が取りまとめて市役所へ納付し

ていた。申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その両親が隣組長の集金により国民年金

保険料を納付していたと主張しているが、保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、国民年金保険料を納付するためには、国民年金手帳記号番号の払

出しを受けなければならないところ、申立人の手帳記号番号が払い出され

たのは昭和 47 年８月であり、その時点では、申立期間の一部は時効によ

り保険料が納付できない上、申立人は申立期間の国民年金保険料を、隣組

長の集金により納付していたと申述していることから、過年度保険料とし

て納付したことも考え難く、ほかに保険料をさかのぼって納付したような

事情も見当たらない。 

さらに、申立期間中、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡もうかがえない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 412  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ：  昭和 10 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から同年８月まで 

   昭和 53 年９月以降だと思うが、未納となっていた同年４月から８月

までの５か月間の国民年金保険料に係る納付書が社会保険事務所又はＡ

市役所から届いた。納付書を持参し旧庁舎のＢ社会保険事務所で納付し

た。納付後、領収書をもらわずに帰ろうとしたら「領収書をどうぞ」と

言われたことを今でも鮮明に覚えている。領収書等は無いが、申立期間

が未加入期間とされ、保険料を納付した記録が無いことに納得がいかな

い。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、「旧庁舎のＢ社

会保険事務所で納付した」と申述しているところ、Ｂ社会保険事務所は、

昭和 53 年６月から 54 年３月まで新築工事のため場所を移して仮庁舎で業

務を行っており、申立人が申述するところの旧庁舎では業務を行っていな

かった。 

さらに、当時、社会保険事務所では国民年金の現年度保険料を取り扱う

ことはできなかった上、申立人はＢ社会保険事務所の管轄外であるＡ市に

住所を有していたことから、Ｂ社会保険事務所において申立人の申立期間

の保険料を過年度分として領収することも考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 413  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生  

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年４月から 42 年３月まで 

    昭和 41 年８月 15 日に国民年金の加入手続をして、同年 10 月に区役

所か社会保険事務所か定かではないが、集金に来たので、私と妻の国民

年金保険料１年分を納付した。申立期間の保険料を納付していたものと

認めてほしい。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、国民年金保険料を納付していたと主張し

ているが、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうかがわせる周辺事情が

見当たらない。 

また、申立人は、昭和 41 年８月に国民年金の加入手続をして、同年 10

月に集金人に国民年金保険料を納付したと主張しているところ、申立期間

当時の納付方法は国民年金手帳に国民年金印紙を貼付し、検認の押印を受

ける方法であったが、申立人の所持している同年８月発行の国民年金手帳

の昭和 42 年度の欄には検認印が押されているものの、41 年度の欄には検

認印が無いことから、申立期間について現年度保険料として納付が行われ

たとは考え難く、申立人の主張とは整合しない。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は夫婦連番で払い出されている

ところ、申立期間について、その妻の国民年金保険料も未納である上、申

立期間後の納付状況も同一であることから、申立人のみが申立期間の保険

料を納付したとは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 414   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46 年７月から 47 年９月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。   

  

第２ 申立の要旨等    

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日  ： 昭和 13 年生      

住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 46 年７月から 47 年９月まで    

 結婚し実家を出た後も、実家の兄が私の国民年金保険料を納付してく

れていた。昭和 47 年に里帰りしたときに、国民年金手帳を渡され、間

もなくして任意加入の喪失手続をした。申立期間について、兄の保険料

は納付済みとなっているのに、私の保険料が未納とされていることに納

得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その兄が国民年金保険料を納付していた

と主張しているが、保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

また、申立期間当時の国民年金保険料の納付方法は、国民年金手帳に国

民年金印紙を貼付し、市役所から検認の押印を受ける方法であったが、申

立人の所持する昭和 42 年４月に発行された国民年金手帳には、昭和 42 年

度から 45 年度までは検認印が押されており、46 年度以降は検認印が無い。

一方、申立人は、申立期間より前から申立期間にかけてその兄が保険料を

納付し、47 年に国民年金手帳を渡されたと申述しているところ、その兄

が申立人の国民年金手帳によって同年９月まで継続して保険料を納付して

いたとすれば、46 年度以降について検認の押印を受けなかったとするの

は不自然である。なお、申立人は、ほぼ毎年里帰りしていたと申述してお

り、申立人の 46 年４月から同年６月までの３か月分の保険料についての

み、国民年金手帳に検認印が無いものの、現年度分として納付済みと記録

されていることから、当該保険料の納付後、検認の押印を受けるまでの間

に申立人の国民年金手帳がその兄の手元から離れたとも考えられるため、

申立人がその兄から国民年金手帳を渡されたのは、47 年以前の時期であ

った可能性も否定できない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料が過年度分としてさかのぼって納付



                      

  

された形跡も見当たらない。 

加えて、市役所における国民年金被保険者名簿及び社会保険庁の国民年

金被保険者台帳（特殊台帳）の記載においても、申立期間の国民年金保険

料は未納とされており、その記載に不自然な点は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬国民年金 事案 415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年３月から同年 12 月までの期間及び 51 年４月から 53

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年３月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 51 年４月から 53 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料について、納付書に現金を添えて市役所で

納付した記憶がある。夫の保険料と一緒に私が納付していたので、夫の

保険料が納付済みとなっている期間は、私も納付していたはずである。

申立期間の保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金保険料を申立人の夫の分と一緒に納付していたので、

その夫の保険料が納付済みとなっている申立期間について、自身も保険料

を納付していたと主張しているが、昭和 53 年４月から 54 年６月までの保

険料について、申立人は 55 年７月に過年度納付している一方、その夫は

現年度納付していることから、その夫と一緒に保険料を納付していたとす

る申立人の主張とは整合しない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 41 年１月に払い出されて

おり、申立人は、申立期間においても同一市内に在住していることから別

の手帳記号番号が払い出されることは考え難い上、申立期間以外にも複数

の国民年金保険料の未納期間がある。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



群馬厚生年金 事案 296 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年９月から 36 年５月まで 

（Ａ社） 

  ② 昭和 37 年４月から同年９月まで 

（Ｂ社） 

Ａ社には昭和 35 年９月から 36 年５月まで、Ｂ社には 37 年４月から

同年９月まで勤務していたことは間違いないので、各申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①において、申立人がＡ社に勤務していたことについては、事

業主及びその妻が既に死亡していること並びに同僚等からの証言が得られ

ないことから特定することができない。 

また、社会保険事務所の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適

用事業所となったのは、申立人が退職した後の昭和 46 年２月１日であり、

それ以前に事業主が厚生年金保険の適用事業所としての手続を行った形跡

は見当たらず、事業主を含めた厚生年金保険被保険者全員の資格取得日も

同日になっていることから、申立期間について申立人のみが当該事業所に

おける厚生年金保険の被保険者であった事情はうかがえない。 

２ 申立期間②において、申立人がＢ社に勤務していたことについて、申立

人が当時の上司及び同僚の名前を記憶していないことから証言等を得るこ

とができず、特定することができない。 

また、申立人は申立期間②に係る勤務形態をアルバイトであったと申述

しているところ、当該事業所の社員から「短期間の臨時使用人は多数いた

が、厚生年金保険には加入していなかった」との証言が得られたことから、

申立人も臨時使用人であったことが推認でき、申立人が同事業所において

厚生年金保険の被保険者であった事情はうかがえない。 

さらに、社会保険事務所が保有する事業所別被保険者名簿に申立人の名



  

前は見当たらない上、健康保険整理番号にも欠番が無いことから、社会保

険事務所が申立人の記録を欠落させたとは考え難く、事業主が申立人に係

る厚生年金保険被保険者資格取得の手続を行わなかったことが推認できる。 

３ 申立人は両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、その

記憶も明確でない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

群馬厚生年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月 20 日から 37 年７月１日まで 

    昭和 35 年４月に工業高校の定時制に入学し、学校からの紹介により、

Ａ社に入社した。途中、病気のため通院することになり、半年間会社

を休職したが、学校へは通っていた。その後、後輩が入社してきた。

後輩が 36 年７月 20 日から厚生年金保険の被保険者となっているのに、

先に入社していた私の被保険者記録が 37 年７月１日からというのは納

得がいかない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者であった

と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立事業所であるＡ社に、同社が厚生年金保険の適用事業

所となった昭和 36 年７月 20 日より前から勤務していたことは、同社設

立時から勤務していた現在の事業主及び同僚の証言により認められる。 

しかしながら、当該事業所が保管していた申立人に係る健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書の被保険者資格

取得日は、社会保険庁の記録と一致していることから、事業主は社会保

険庁の記録どおりに申立人に係る被保険者資格取得の届出を行っていた

ことが確認できる。 

また、同様に当該事業所が保管していた同事業所が厚生年金保険の適

用事業所となった昭和 36 年７月 20 日に被保険者資格を取得した 12 名に

係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知

書には、いったん申立人の氏名が記されたものの、取り消されているこ

とが確認できることから、事業主は申立人についても他の従業員と共に

被保険者資格取得の届出をする予定であったところ、この時点において

は、申立人について資格取得の届出を行なわなかったことがうかがえ、

この理由については、当時の事業主は亡くなっているため証言を得るこ

とはできないものの、申立人が「病気のため、半年間休職した」と述べ



  

ていることから、休職により申立人に係る被保険者資格取得の届出が見

送られたことが推認できる。 

 さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、

その記憶も明確でない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料が控除されていた

事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



群馬厚生年金 事案 298 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年５月ごろから 39年３月ごろまで 

    昭和 36 年５月ごろから 39 年３月ごろまでＡ社に勤務しており、用務員

として電話番や清掃などをしていた。外交の仕事をしていた当時の同僚か

ら、「自分は厚生年金保険に加入している」、「あなたもそのうち厚生年

金保険に入れてもらえるよ」と言われた記憶がある。申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間において、Ａ社に勤務していたか否かについては、現在

の事業主の子息は「当時の事業主である祖父、祖母、母、当時の従業員も既

に死亡しており、現在の事業主である父は認知症である。当時の資料も残っ

ておらず、自分が生まれたころのことなので、分からない」と証言しており、

申立期間当時の役員も全員死亡していることから、証言等も得ることができ

ず、確認することができない。 

また、社会保険事務所の記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和 62 年７月であり、申立期間について適用事業所の手続が行

われていないことが確認できるところ、同社の役員及び従業員の厚生年金保

険記録も同日より前は確認できない上、申立人が記憶している同僚の厚生年

金保険記録も確認できないことから、申立人が申立期間において、厚生年金

保険の被保険者であった事実はうかがえない。 

   さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていた事実を

確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、その記憶も明確ではない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 299 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月ごろから 41 年ごろまで 

    申立期間にＡ社に勤務したが、社会保険事務所に記録の照会をしたと

ころ、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答を受けた。この回答に

は納得がいかない。申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人はＡ社に勤務していたと申述しているが、申立人は当時の同僚を

記憶していないため、証言等を得ることができず、その申述を裏付けるこ

とができない。 

また、当該事業所は、商業法人登記簿で確認できるものの、社会保険庁

の記録において、厚生年金保険の適用事業所として手続された形跡は見当

たらず、同登記簿上の事業主及び役員の厚生年金保険の加入記録も無く、

申立人のみが厚生年金保険の被保険者であった事情はうかがえない。 

なお、管轄する地方公共団体から提供を受けた「建設業者届出団体名

簿」に記載されている団体及び申立人が元請けであったとしている事業所

に照会を行ったものの、申立てに係る事業所の事業実態を確認することが

できなかった。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、

その記憶も明確でない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 300 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年４月３日から 41 年３月 31 日まで              

    社会保険事務所に年金の手続に行った際、Ａ社の厚生年金保険の加入

記録は、脱退手当金として支給済みであるとの回答を受けた。脱退手

当金を受給した記憶が無いので、この期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の被保険者原票により、申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失日の前後２年以内に資格を喪失した者の脱退手当

金の支給記録を確認したところ、申立人と同日に被保険者資格を喪失し、

脱退手当金が支給決定されている者が申立人の外に１名存在し、その者

からの「脱退手当金の手続の覚えは無いが、受給した記憶はある」との

証言を踏まえると、申立人についても事業主による代理請求がなされた

可能性が高いと考えられる。 

   また、申立人の脱退手当金の支給額は、厚生年金保険被保険者記録に基

づき適正に計算されており、その支給額に誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 301 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年３月１日から 37 年１月 24 日まで              

    Ａ社を結婚のため退職した。夫に勧められて、すぐに国民年金に加入

し、厚生年金保険と一緒に年金として受給することを楽しみにしてい

た。同社の厚生年金保険の加入記録は脱退手当金支給済みとされてい

るが、この期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の厚生年金保険被保険者名簿により、申立

人の資格喪失日である昭和 37 年１月 24 日の前後約２年以内に資格を喪失

した 10 名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、５名の者について

資格喪失日から６か月以内に支給決定がなされており、そのうち連絡が取

れた１名の者から、｢自分で脱退手当金の請求手続をした記憶が無い｣旨の

証言が得られたことを踏まえると、申立人の脱退手当金についても、事業

主による代理請求がなされたものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金が支給された

ことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金は申立人の被保険者記録に基づき適正に計算されており、その支給額

に誤りは無く、申立期間に係る資格喪失日から約５か月後の昭和 37 年６

月 18 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

なお、申立人は、厚生年金保険被保険者資格喪失後すぐに国民年金に加

入し、申立期間に係る厚生年金保険と一緒に年金として受給することを楽

しみにしていたと主張しているところ、申立人に係る国民年金の記録によ

ると、当該資格喪失日から約２年後の昭和 39 年１月に国民年金手帳記号

番号が払い出されており、脱退手当金が支給決定された 37 年６月時点に

おいて、国民年金の加入手続がなされていないことから、支給決定当時は、

申立人の年金に対する意識が高かったとは言い難い。 



                      

  

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 302 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月１日から 33 年５月 28 日まで              

    社会保険事務所に年金の手続に行った際、Ａ社の厚生年金保険の加入

記録は、脱退手当金として支給済みであるとの回答を受けた。在職中

に、出産手当金を受け取った記憶はあるが、脱退手当金の請求をした

覚えは無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所に係る当時の被保険者名簿に記載されてい

る女性被保険者のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日であ

る昭和 33 年５月 28 日の前後約２年以内に資格を喪失した者９名の脱退

手当金の支給記録を確認したところ、６名の者に脱退手当金の支給記録

があり、そのうち３名の者が資格喪失日の４か月以内に脱退手当金の支

給決定がなされている上、当時は通算年金制度創設前であることを踏ま

えると、申立人についても事業主による代理請求がなされた可能性が高

いと考えられる。 

   また、申立期間の脱退手当金は申立人の被保険者記録に基づき適正に計

算されており、その支給額に誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 33 年 10 月 14 日に支給決定さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 303 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月 10 日から 24 年１月 30 日まで 

    申立期間にＡ社（現在は、Ｂ社。）に勤務していたが、厚生年金保険

の記録が無い旨の回答を得た。同社に勤務したのは確かであり、厚生

年金保険の記録が無いのは納得できないので、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社に勤務していたことは、同僚の証言及び申立人の所持して

いる勤務時の資料等により推認できる。 

しかしながら、当該事業所は存続しているものの、業種及び事業主は変

更されており、申立期間当時の厚生年金保険の加入状況を知り得る同僚も

存在しない上、社会保険事務所が保有している同事業所に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申立人の名前は見当たらず、

健康保険整理番号に欠番が無いほか、同名簿に記載されている被保険者は

女性従業員のみであることから、同事業所の事業主は申立人を含めた男性

従業員を厚生年金保険の被保険者としていた事情はうかがえず、社会保険

事務所が申立人の記録を欠落させたとは考え難い。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料控除の事実が確認でき

る給与明細書等の資料を保有しておらず、その記憶も明確ではない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 304 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

  ② 昭和 40 年１月１日から同年３月５日まで 

  ③ 昭和 41 年２月 22 日から同年４月１日まで 

 Ａ社又はＢ社に継続して勤務していたが、厚生年金保険の加入記録は、

昭和 36 年１月６日から同年 10 月１日までの期間、同年 12 月１日から

40 年１月１日までの期間、同年３月５日から 41 年２月 22 日までの期

間及び同年４月１日以降の期間との回答を受けた。それぞれの申立期間

は転勤に伴う空白期間である。これらの期間を厚生年金保険の被保険者

期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保有しているＢ社の後継会社であるＣ社発行の在職証明書及び

同僚の証言により、申立人が各申立期間において、Ａ社又はＢ社のいずれ

かに継続して勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所として確認できるのは、

昭和 36 年 12 月１日から 40 年１月１日までの期間及び 41 年４月１日以降

であるところ、申立人の各申立期間はＢ社が厚生年金保険の適用事業所で

はないことを踏まえると、申立人は各申立期間において、Ｂ社に所属して

いたことが推認でき、申立人が厚生年金保険の被保険者であった事実はう

かがえない。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人の各申立期間と同様の空白期

間が存在する者が、申立人以外に２名確認できる上、それ以外に申立期間

①に空白期間が存在する者は２名、申立期間②は３名、申立期間③は７名

確認できることから、申立人のみの被保険者記録が欠落している事情は見

当たらない。 

さらに、申立人は厚生年金保険料が事業主により給与から控除されてい

たと主張しているものの、その記憶には金額等の具体性が無い。 



                      

  

加えて、申立人は各申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料を保有しておらず、このほか、申立人

の各申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


